
本山町農業公社告示第１号 

 

下記の物件について、次のとおり一般競争入札を行うにあたり告示する。 

 

令和８年６月１８日 

 

一般財団法人本山町農業公社 

理事長 田岡 清 

 

 

記 

 

 

１．件名 

令和８年度本山町地域営農推進交付金事業葉菜用養液システム整備業務 

 

２．特記仕様書 

別紙 

 

３．業務場所 

（一財）本山町農業公社 

 

４．参加資格 

次に掲げる要件を全て満たすこととする。 

（１）地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 4 の規定に該当しない

者。 

（２）民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づき再生手続開始の申し立てがなさ

れていない者（再生手続開始の決定を受けた者を除く）であること。 

（３）会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づく更生手続き開始の申し立てがな

されていない者（更生手続開始の決定を受けた者を除く）であること。 

（４）次のいずれにも該当しないこと。 

  ①暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号）第２条第２号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

  ②暴力団員（暴力団の構成員をいう。以下同じ。） 

  ③暴力団もしくは暴力団員の利益につながる活動を行い、又は暴力団もしくは暴力

団員と密接な関係を有する者。 



 

５．入札の参加申請および添付書類 

入札参加希望者は、入札参加資格審査申請書（別紙１）に次の書類を添えて、本山

町農業公社へ提出すること。 

（１）提出添付書類（各１部）： 

  ① 登記事項証明書（履歴事項全部証明書） ※発行後３ヶ月以内のもの（原本又

は写し） 

  ② 誓約書（別紙３） ※反社会的勢力排除に関する誓約および役員名簿 

  ③ 同種・類似業務の施工（納品）実績書（任意様式） ※過去５年以内の実績 

（２）提出期間：令和８年６月３０日（火）午後５時まで 

（３）提 出 先：一般財団法人 本山町農業公社 事務局 

（４）宛   先：〒７８１－３６１３ 高知県長岡郡本山町北山甲２６８-５ 

        本山町農業公社 事務局 入札担当 行 

 

６．現地説明会 

現地説明を希望する会社のみ、企業別に対応しますので、事務局と時間調整してくだ

さい。 

日時：令和８年６月３０日（火）まで 

 

７．質疑について 

入札に関して疑義がある場合は質疑書（別紙２）に質疑内容を記入の上、本山町農業

公社へ持参、電子メールまたはＦＡＸにて提出すること。 

（１）質疑提出期間：令和８年７月１日（水）午後５時まで 

（２）質疑提出先：本山町農業公社 

   メールアドレス：tenku-motoyama@gol.com 

   ＦＡＸ：０８８７－７６－４３２３ 

（３）質疑回答日：令和８年７月３日（金）正午までに質疑者に対し電子メール又はＦＡＸ

で回答する。 

 

８．入札方法（郵送又は当日持参投函） 

（１）提出方法：郵送による事前提出、又は入札当日に直接会場に持参し投函すること。 

  ※代表者（法人の場合は代表取締役）以外の者が代理として当日持参入札する場

合は、別途「委任状」の提出を必要とする。 

（２）宛先・入札会場： 

  ①郵送の場合：〒７８１－３６１３ 高知県長岡郡本山町北山甲268-5 本山町農業公

社 事務局 入札担当 行 



  ②持参の場合：一般財団法人 本山町農業公社 会議室 

（３）提出期限・入場時間： 

  ①郵送の場合：令和８年７月８日（水）午後５時まで（必着） 

  ②持参の場合：令和８年７月９日（木）午前９時５０分までに、上記入札会場（会議室）

へ入場すること。 

（４）梱包方法： 

  ①初回の入札書を封筒に入れて封印（割印）し、表面に入札件名を記載すること。 

  ②【重要：再度入札への備え】最初の入札において予定価格に達しない場合に備

え、郵送による入札者、および当日開札に立ち会わない入札者は、「第２回入札書」

及び「第３回入札書」と記載し、それぞれ別の封筒に入れて封印した上で、必ず同封

すること。 

  ※再度入札の際に「辞退」を希望する場合は、第２回・第３回の入札書（封筒）は同

封しないこと。（同封がない場合は、自動的に以降の入札を辞退したものとみなす） 

  ※当日会場にて入札に立ち会う者は、再度入札が発生した場合はその場で記入・

投函を行うため、予備の入札書・封筒・印鑑を持参すれば、再度入札用封筒の事前同

封・同梱は不要とする。 

  ③上記①および②（同封する場合）の封筒を更に一つの外封筒に入れて封印し、

表面に「入札書在中」及び「親展」の文言、並びに入札者名（社名）を記載すること。 

（５）入札金額の記載方法： 

  ①通貨の単位は円とし、小数点以下の金額の記載は認めない。 

  ②落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に

相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数がある時は、その端数金額を

切り捨てた金額）を落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課

税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の１１０分

の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

 

９．入札・開札の執行手続き（当日の流れ） 

（１）入札日（開札日）：令和８年７月９日（木） 

（２）当日の執行手順： 

  ①入札参加者（持参者）は、午前９時５０分までに入札会場へ入場を完了すること。 

  ※代表者以外の者が代理で出席・入札する場合は、受付時に必ず「委任状」を事

務局へ提出すること。委任状の提出がない場合は、入札会場への入場及び投函を認

めない。 

  ②午前１０時より、公社職員による挨拶および説明等を行った後、持参した入札書

を入札箱へ投函する。 

  ③入場者（持参者）全員の投函が完了したことを確認した上で、直ちに開票（開札）



を行う。（※郵送による入札書は、この時点で併せて開札する） 

 

１０．入札保証金 

免除 

 

１１．最低制限価格 

無 

 

１２．支払い条件 

納品後の支払いとする。 

 

１３．その他の入札必要事項 

（１）予定価格以内の最低価格の入札をした者を落札者とする。 

（２）最初の入札において予定価格に達しない（予定価格超過）場合は、直ちに再度

入札を行う。再度入札は当初の入札を含めて最大３回を限度とする。 

（３）限度回数（３回）の入札を行ってもなお予定価格に達しない場合は、入札を打ち

切り、最低価格の入札をした者と協議（見積書の徴収等）の上、随意契約に移行して

契約を締結する場合がある。 

（４）開札に立ち会わない入札者（郵送含む）の再度入札については、事前に同封され

た再度入札用封筒を開封して行う。再度入札書の同封がない場合（辞退の意思表示

を含む）、または再度入札書が予定価格を超過した場合は、以降の入札を辞退したも

のとみなす。 

（５）落札者となるべき同価の入札をした者が２人以上あるときは、直ちに、くじにより落

札者を決定する。開札に立ち会わない者に代わって、当該入札事務に関係のない公

社職員がくじを引くものとする。 

（６）入札書提出後（投函前）に入札を辞退する場合は、開札時間までに辞退届を事務

局へ直接持参（郵送の場合は開札前日までに必着）すること。 

 

１４．異議の申し立て 

入札に参加した者は、入札後は施行令、契約規則、仕様書、現場等についての不明

を理由として申し立てることができない。 

 

 

 

 

 


